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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期

第2四半期連結
累計期間

第91期
第2四半期連結
累計期間

第90期
第2四半期連結
会計期間

第91期
第2四半期連結
会計期間

第90期

会計期間

自平成21年
　4月 1日
至平成21年
　9月30日

自平成22年
　4月 1日
至平成22年
　9月30日

自平成21年
　7月 1日
至平成21年
　9月30日

自平成22年
　7月 1日
至平成22年
　9月30日

自平成21年
4月 1日

至平成22年
3月31日

売上高（千円） 7,358,7346,920,9843,450,5573,312,31215,288,938

経常損益（千円） △336,551△437,622△257,741△284,901△438,068

四半期（当期）純損益（千円） △537,464 301,037△379,345 995,713△864,005

純資産額（千円） － － 4,459,3084,312,0764,197,431

総資産額（千円） － － 14,577,98815,178,21715,342,534

１株当たり純資産額（円） － － 124.17 118.69 115.63

１株当たり四半期（当期）純損益

金額（円）
△15.49 8.68 △10.94 28.72 △24.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 29.5 27.1 26.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△164,601△249,855 － － △463,460

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△304,6561,150,002 － － 110,597

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△891 △73,940 － － 178,485

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,600,6582,725,1201,901,244

従業員数（人） － － 1,135 1,069 1,069

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

 

 

 

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

 

 

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 1,069(76)

　（注）１．従業員数は当社グループからグループ外への出向者を除く就業人員数であります。

２．従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

(2）提出会社の状況

 平成22年９月30日現在

従業員数（人） 445 (47)

　（注）１．従業員数は当社から社外への出向者を除く就業人員数であります。

２．従業員数の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称　
当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
  至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）　

染色加工 (千円) 2,875,460 －

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数字によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2）受注状況

　当第２四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（千円）
前年同四半期比
（％）

染色加工 2,777,320 － 975,912 －

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称　
当第２四半期連結会計期間 
（自　平成22年７月１日  
至　平成22年９月30日）

前年同四半期比（％）

染色加工 　  　

　染色加工部門 (千円) 2,046,745 －

　テキスタイル販売部門 (千円) 523,745 －

染色加工事業計　 (千円) 2,570,490 －

縫製品販売事業 (千円) 489,689 －

保育サービス事業 (千円) 290,185 －

倉庫事業 (千円) 64,466 －

その他の事業 (千円) 46,361 －

小計 (千円) 3,461,193 －

セグメント間取引 (千円) △148,881 －

合計 (千円) 3,312,312 －

　（注）１．主な相手先の販売実績については、総販売実績に対する割合がいずれも100分の10未満のため、記載を省略し

ております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

 　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1)業績の状況

  当第2四半期連結会計期間における我が国経済は、猛暑による飲料品等の需要増加や、政府によるエコカー補

助金終了による駆け込み需要もあり、個人消費の回復傾向は続きましたが、海外経済の減速や急激な円高進行

を背景に、輸出が減少するなど、経済の回復ペースは鈍化しており、先行き不透明感が強い状況にて推移しまし

た。 

　繊維業界におきましては、消費者の節約志向から依然として衣料品の買い控えは継続しており、本格的な需要

回復には至っておりません。特に当社グループが展開する主力の国内染色加工市場におきましては、低価格志

向や円高を背景に、生産の海外移転に更に拍車が掛かるなど、需要の縮小が更に進んでおります。 

　このような厳しい状況下、当社グループでは、中核事業の国内染色加工事業におきまして、前期から着手した

織物加工事業の統合を当第1四半期内に完了させ、また6月に同業他社からの事業を吸収して新たに発足した磐

田事業所の生産を開始するなど、当第2四半期以降、新たな生産体制にて収益改善に取り組みました。海外繊維

事業におきましては、インドネシア子会社及び、タイ子会社が、内需拡大を背景に、ローカル市場での受注を安

定的に確保したほか、経済連携協定（EPA）を背景に、商社や現地紡績・織布会社との連携や、製品事業部によ

る縫製品のインドネシア生産拡大の推進により、中国製品と差別化した高品質・低価格の日本向け製品の受注

・販売を更に拡大しております。また非繊維事業におきましては、引き続き、潜在需要が旺盛で成長事業である

保育サービス事業の売上拡大に注力しました。 

　以上の結果、当第2四半期連結会計期間の業績は、主力の国内染色加工事業におきまして、第1四半期における

織物加工事業統合の影響もあり、プリント加工売上が落ち込みましたが、磐田事業所の新設効果もあり、無地染

加工売上が増収となった結果、売上高は3,312百万円（前年同期比4.0％減、138百万円減）となりました。また

利益面におきましては、好調を継続する海外繊維事業が利益確保したことに加えて、織物加工事業統合による

国内染色加工事業の生産コスト低減効果もあり、営業損失は220百万円（前年同期は営業損失252百万円）、経

常損失284百万円（前年同期は経常損失257百万円）と損失計上となったものの、営業損失は、前年同期と比べ

損失幅を圧縮しております。なお、特別利益として、名古屋事業所工場跡地の売却に伴う固定資産売却益1,379

百万円を計上した一方で、織物加工事業統合に伴う固定資産廃棄損等の事業再構築費用69百万円などを特別損

失に計上した結果、法人税等を控除した四半期純利益は995百万円（前年同期は四半期純損失379百万円）とな

り、第2四半期純利益におきましては、黒字化を達成しております。 

　

セグメントの業績は次の通りであります。 

①染色加工事業 

  染色加工部門は、国内におきまして、織物加工事業統合効果の早期実現や、事業所新設による売上拡大などに

注力し、国内染色加工事業の収益改善に積極的に取り組みました。この結果、プリント加工売上は、第1四半期に

おける織物加工事業統合の影響もあり、落ち込みましたが、無地染加工の売上が、市場における需要回復もあ

り、売上を伸ばしております。一方、海外におきましても、インドネシア子会社及びタイ子会社が、好調な内需を

背景にローカル顧客向けの受注を順調に拡大し、また日本向け受注も拡大するなど堅調に推移した結果、染色

加工部門の売上高は2,046百万円となりました。 

　テキスタイル販売部門は、インドネシア子会社にて日本向け販売を拡大したものの、欧州向け販売が落ち込

み、また日本国内では、店頭における衣料品販売の低迷から、衣料用途の販売が低調に推移するなど苦戦し、売

上高は523百万円となりました。 

　以上の結果、染色加工事業の売上高は2,570百万円となりましたが、国内染色加工事業の業績低迷により、営業

損失は251百万円となりました。 

②縫製品販売事業 

　縫製品販売事業は、日本とインドネシア間における経済連携協定（EPA）による関税負担軽減や、中国におけ

る人件費高騰を背景にインドネシア子会社を活用した生産拡大に注力する一方で、不採算取引の見直しを実施

した結果、売上高は489百万円となり、営業利益は1百万円となりました。 

③保育サービス事業 

  社会的な保育所需要の増加を背景に、基盤である東海地区エリアを中心に積極的な営業活動を展開し、利用

者の拡大に順応した体制をとった結果、売上高290百万円、営業利益は9百万円となりました。
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④倉庫事業 

　染色加工事業における織物加工事業統合の影響もあり、全体的に荷受取扱数量が減少し収入が落ち込む中で、

収益改善を目的に経費節減に努めましたが、売上高64百万円、営業損失5百万円となりました。 

⑤その他の事業 

　当セグメントには、機械販売事業、不動産賃貸事業、システム事業等が含まれており、売上高は46百万円、営業

利益は24百万円となりました。

　

(2)財政状態の状況

　当第２四半期連結会計期間末における総資産は、15,178百万円（前連結会計年度末比1.1％減　164百万円減）

となりました。これは主に現金及び預金の増加823百万円、受取手形及び売掛金の減少587百万円、建物及び構築

物の減少392百万円等によるものです。

　負債は、10,866百万円（前連結会計年度末比2.5％減、278百万円減）となりました。これは主に支払手形及び買

掛金の減少236百万円、賞与引当金の減少68百万円等によるものです。

　純資産は、4,312百万円（前連結会計年度末比2.7％増　114百万円増）となりました。これは主に四半期純利益

の計上301百万円、有価証券の時価評価に伴う有価証券評価差額金の減少187百万円等によるものです。

　

(3)キャッシュ・フローの状況

　当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、営業活動により92百万円の増加、投資活

動により1,365百万円の増加、財務活動により605百万円の減少となった結果、第1四半期連結会計期間末と比べ

839百万円増加し、2,725百万円となりました。

当第2四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　税金等調整前四半期純利益1,020百万円を計上しましたが、有形固定資産売却益の計上1,379百万円、売上債権

の減少429百万円、未払費用の増加20百万円等により、92百万円の収入（前年同期は713百万円の収入）となり

ました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　有形固定資産の売却による収入1,501百万円、有形固定資産の取得による支出142百万円等により、1,365百万

円の収入（前年同期は213百万円の支出）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　短期借入金の返済による支出498百万円、長期借入金の返済による支出174百万円、長期借入金の調達による収

入100百万円、社債の償還による支出30百万円等により、605百万円の支出（前年同期は284百万円の支出）とな

りました。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第2四半期連結会計期間において重要な変更及び新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はあり

ません。

 

(5）研究開発活動

　当第2四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、29百万円であります。

なお、当第2四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。　
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第2四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、改修、除

却及び売却について完了したものは次のとおりであります。

 

①提出会社において、前四半期連結会計期間末に計画しておりました浜松事業所の公害防止の設備の新設につい

て、平成22年８月に完了致しました。

　

②除却及び売却

会社名
事業所名　

　所在地 セグメントの名称 　設備の内容
　帳簿価格
　（千円）　

　　時期

東海染工㈱

 名古屋事業所

愛知県

清須市　
　染色加工 土地及び建物 458,000平成22年８月

東海染工㈱

 名古屋事業所

愛知県

清須市　
  染色加工 構築物 70,364平成22年８月　

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第2四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。　　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 36,142,529 36,142,529

東京証券取引所

(市場第一部)

名古屋証券取引所

(市場第一部)

単元株式数は1,000株

であります。

計 36,142,529 36,142,529 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年７月１日～

平成22年９月30日
－ 36,142,529 － 4,300,000 － 1,075,000
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（６）【大株主の状況】

 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目2の1 1,702 4.71

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７の１ 1,423 3.94

八代芳明 名古屋市瑞穂区 1,333 3.69

株式会社みずほコーポレート銀行

（常任代理人 資産管理サービス

信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目３の３

（東京都中央区晴海１丁目８の12）
1,189 3.29

日清紡ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋人形町2丁目31の11 1,160 3.21

稲畑産業株式会社 大阪市中央区南船場１丁目15の14 1,157 3.20

長瀬産業株式会社　 東京都中央区日本橋小舟町5の1 1,156 3.20

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１丁目26の1 1,133 3.13

八代和彦 兵庫県西宮市 1,041 2.88

八代興産株式会社 名古屋市中村区名駅３丁目28の12 980 2.71

計 － 12,278 33.97

　（注）上記のほか、自己株式が1,490千株あります。

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】　

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式    1,490,000
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式 　34,304,000 34,304 －

単元未満株式 普通株式      348,529 － －

発行済株式総数 36,142,529 － －

総株主の議決権 － 34,304 －

　（注）１．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が5,000株(議決権5

個)含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式207株が含まれております。　
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②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)

東海染工株式会社

愛知県清須市西枇杷島町

子新田１番地の２
1,490,000－ 1,490,000 4.12

計 － 1,490,000－ 1,490,000 4.12

　（注）　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的には所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
　４月

　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高（円） 124 116 112 95 88 81

最低（円） 94 84 90 84 72 73

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所(市場第一部)によるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役 管理部長 取締役
管理部長
総務部長
内部統制担当　

津坂　明男 平成22年７月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平

成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,725,120 1,901,244

受取手形及び売掛金 3,277,278 3,864,952

商品及び製品 258,286 254,535

仕掛品 379,569 348,674

原材料及び貯蔵品 345,420 309,648

繰延税金資産 38,067 67,256

その他 701,677 215,391

貸倒引当金 △5,593 △7,242

流動資産合計 7,719,826 6,954,461

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,611,669 2,004,507

機械装置及び運搬具（純額） 2,121,860 2,345,370

土地 1,827,036 1,829,447

建設仮勘定 45,462 40,011

その他（純額） 65,700 67,317

有形固定資産合計 ※1
 5,671,730

※1
 6,286,654

無形固定資産

のれん 16,284 21,481

その他 41,292 29,597

無形固定資産合計 57,576 51,079

投資その他の資産

投資有価証券 1,478,780 1,784,598

繰延税金資産 13,321 11,263

その他 242,957 255,716

貸倒引当金 △5,975 △1,238

投資その他の資産合計 1,729,083 2,050,338

固定資産合計 7,458,391 8,388,072

資産合計 15,178,217 15,342,534
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,967,924 2,204,290

短期借入金 4,034,095 3,883,272

未払法人税等 57,531 63,691

賞与引当金 40,785 109,710

その他 1,715,525 1,560,329

流動負債合計 7,815,862 7,821,295

固定負債

社債 180,000 210,000

長期借入金 622,971 807,799

退職給付引当金 1,703,984 1,674,147

役員退職慰労引当金 288,160 312,585

環境対策引当金 23,252 －

資産除去債務 35,504 －

負ののれん 16,186 19,424

その他 180,218 299,851

固定負債合計 3,050,278 3,323,808

負債合計 10,866,140 11,145,103

純資産の部

株主資本

資本金 4,300,000 4,300,000

資本剰余金 1,401,218 2,413,074

利益剰余金 △158,196 △1,471,089

自己株式 △335,094 △332,858

株主資本合計 5,207,927 4,909,126

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △7,629 179,729

為替換算調整勘定 △1,087,269 △1,078,711

評価・換算差額等合計 △1,094,898 △898,982

少数株主持分 199,048 187,287

純資産合計 4,312,076 4,197,431

負債純資産合計 15,178,217 15,342,534
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 7,358,734 6,920,984

売上原価 6,794,443 6,454,842

売上総利益 564,290 466,142

販売費及び一般管理費 ※1
 861,254

※1
 877,079

営業損失（△） △296,963 △410,937

営業外収益

受取利息 2,095 714

受取配当金 21,965 21,270

負ののれん償却額 3,237 3,237

為替差益 26,495 222

雑収入 22,680 66,674

営業外収益合計 76,474 92,119

営業外費用

支払利息 38,391 26,874

退職給付費用 62,554 62,554

雑支出 15,115 29,374

営業外費用合計 116,062 118,804

経常損失（△） △336,551 △437,622

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 1,379,491

貸倒引当金戻入額 3,123 －

特別利益合計 3,123 1,379,491

特別損失

減損損失 ※3
 60,119 －

事業再構築費用 － ※4
 473,097

その他 － 38,831

特別損失合計 60,119 511,928

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△393,548 429,941

法人税、住民税及び事業税 63,024 57,824

法人税等調整額 33,573 39,124

法人税等合計 96,597 96,949

少数株主損益調整前四半期純利益 － 332,992

少数株主利益 47,318 31,954

四半期純利益又は四半期純損失（△） △537,464 301,037
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
　至　平成22年９月30日)

売上高 3,450,557 3,312,312

売上原価 3,303,728 3,119,551

売上総利益 146,828 192,761

販売費及び一般管理費 ※1
 399,272

※1
 413,671

営業損失（△） △252,443 △220,909

営業外収益

受取利息 1,233 144

負ののれん償却額 1,618 1,618

為替差益 34,753 －

雑収入 10,733 15,992

営業外収益合計 48,337 17,755

営業外費用

支払利息 18,616 15,388

退職給付費用 31,277 31,277

為替差損 － 20,852

雑支出 3,741 14,228

営業外費用合計 53,635 81,747

経常損失（△） △257,741 △284,901

特別利益

固定資産売却益 － ※2
 1,379,491

貸倒引当金戻入額 3,123 －

特別利益合計 3,123 1,379,491

特別損失

減損損失 ※3
 60,119 －

事業再構築費用 － ※4
 69,275

その他 － 4,349

特別損失合計 60,119 73,624

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△314,737 1,020,965

法人税、住民税及び事業税 33,991 19,737

法人税等調整額 1,604 △5,492

法人税等合計 35,596 14,244

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,006,721

少数株主利益 29,011 11,007

四半期純利益又は四半期純損失（△） △379,345 995,713
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△393,548 429,941

減価償却費 305,972 284,309

減損損失 60,119 －

事業再構築費用 － 473,097

退職給付引当金の増減額（△は減少） 5,557 30,253

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,298 3,092

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,700 △68,924

受取利息及び受取配当金 △24,060 △21,985

支払利息 38,391 26,874

為替差損益（△は益） △66,542 △10,454

有形固定資産売却損益（△は益） － △1,379,491

売上債権の増減額（△は増加） 786,291 585,959

たな卸資産の増減額（△は増加） 175,707 △65,520

仕入債務の増減額（△は減少） △519,915 △233,851

未払費用の増減額（△は減少） △592,125 △14,577

その他 114,440 △114,470

小計 △106,309 △75,748

利息及び配当金の受取額 24,060 21,985

利息の支払額 △37,140 △26,759

事業再構築費用の支払額 － △97,205

法人税等の支払額 △45,212 △72,126

営業活動によるキャッシュ・フロー △164,601 △249,855

投資活動によるキャッシュ・フロー

補助金の受取額 18,483 －

有形固定資産の取得による支出 △311,206 △361,915

有形固定資産の売却による収入 － 1,503,818

投資有価証券の売却による収入 480 －

その他 △12,413 8,100

投資活動によるキャッシュ・フロー △304,656 1,150,002

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 65,091 250,717

長期借入れによる収入 5,224 100,000

長期借入金の返済による支出 △326,324 △370,667

社債の発行による収入 295,775 －

社債の償還による支出 △40,000 △30,000

自己株式の取得による支出 △515 △2,235

配当金の支払額 △201 △27

少数株主への配当金の支払額 － △20,960

その他 57 △766

財務活動によるキャッシュ・フロー △891 △73,940
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年９月30日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 34,227 △2,331

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △435,922 823,875

現金及び現金同等物の期首残高 1,962,469 1,901,244

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増減額

74,111 －

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,600,658

※
 2,725,120
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年3月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3月31日）を適用しておりま

す。

　これにより、当第2四半期連結累計期間の営業損失及び経常損失はそれぞれ1,135千円増加し、税金等調整前四半期純

利益は12,365千円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は31,562千円であり

ます。

　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年3月24日　内閣府令第5号）の適用により、当第２四半期

連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年3月24日　内閣府令第5号）の適用により、当第２四半期

連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

当第２四半期連結累計期間 （自　平成22年４月１日  至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間 （自　平成22年４月１日  至　平成22年９月30日）

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 15,357,151千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 21,157,600千円

　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。

　減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれており

ます。

　２　偶発債務

　関係会社　㈱東海トレーディング

　２　偶発債務

　関係会社　㈱東海トレーディング

L/C連帯保証他 216,873千円

銀行借入の保証 40,000千円

合計 256,873千円

L/C連帯保証他 116,146千円

銀行借入の保証 40,000千円

合計 156,146千円

　 　　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

　　次のとおりであります。

従業員給料手当 449,462千円

賞与引当金繰入額 23,800千円

退職給付引当金繰入額 30,342千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,081千円

　

従業員給料手当 484,071千円

賞与引当金繰入額 35,400千円

退職給付引当金繰入額 36,344千円

役員退職慰労引当金繰入額 1,081千円

貸倒引当金繰入額 7,653千円

　

　        　　　――――――――― ※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　　　　主に土地　　　　　　　  1,379,491千円  

　

※３　減損損失の内訳は次のとおりであります。 　        　　　―――――――――

場所 愛知県清須市及び岐阜県羽島市

用途 遊休資産

種類 機械装置

減損損失 60,119千円

　

　　　当社グループは、資産を事業用資産、共用資産及び　　　

　　遊休資産に分類し、事業用資産については独立したキ

　　ャッシュ・フローを生み出す最小の単位を、遊休資産　

　　についてはそれぞれの個別物件を、グルーピングの最

　　小単位として減損の兆候を判定しております。

　　　上記資産グループの資産については、帳簿価額を回

　　収可能価額まで減額し、当該減少額60,119千円を減損

　　損失として特別損失に計上しております。

　　　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売

　　却価額により測定しております。

　　　正味売却価額は、他の転用や売却が困難なことから

　　ゼロとして評価しております。　

　

　　

        　　　――――――――― ※４　事業再構築費用の内容は次のとおりであります。　 

固定資産廃棄損 370,658千円

その他 102,438千円
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

　　次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は　

　　次のとおりであります。

従業員給料手当 204,982千円

賞与引当金繰入額 12,700千円

退職給付引当金繰入額 15,102千円

役員退職慰労引当金繰入額 　540千円

　

従業員給料手当 238,107千円

賞与引当金繰入額 5,000千円

退職給付引当金繰入額 18,225千円

役員退職慰労引当金繰入額 　540千円

貸倒引当金繰入額 　4,413千円

　 　

　        　　　――――――――― ※２　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

　　　　主に土地　　　　　　　  1,379,491千円  

　

※３　減損損失の内訳は次のとおりであります。 　        　　　―――――――――

場所 愛知県清須市及び岐阜県羽島市

用途 遊休資産

種類 機械装置

減損損失 60,119千円

　

　　　当社グループは、資産を事業用資産、共用資産及び　　　

　　遊休資産に分類し、事業用資産については独立したキ

　　ャッシュ・フローを生み出す最小の単位を、遊休資産　

　　についてはそれぞれの個別物件を、グルーピングの最

　　小単位として減損の兆候を判定しております。

　　　上記資産グループの資産については、帳簿価額を回

　　収可能価額まで減額し、当該減少額60,119千円を減損

　　損失として特別損失に計上しております。

　　　なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売

　　却価額により測定しております。

　　　正味売却価額は、他の転用や売却が困難なことから

　　ゼロとして評価しております。　

　

　　

        　　　――――――――― ※４　事業再構築費用の内容は次のとおりであります。　 

固定資産廃棄損 38,909千円

その他 30,365千円

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年９月30日現在） （平成22年９月30日現在）

現金及び預金勘定 1,600,658千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 1,600,658千円

　

現金及び預金勘定 2,725,120千円

預入期間が３か月を超える定期預金 －千円

現金及び現金同等物 2,725,120千円
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（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年

９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  36,142千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,490千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。

５．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

　欠損填補に充てるため、資本剰余金1,011,855千円を利益剰余金に振り替えております。

　

　

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
繊維事業
(千円)　

不動産
賃貸事業
(千円)　

機械販売
事業
(千円)

倉庫事業
(千円)

保育サー
ビス事業
(千円)　

システム
事業
(千円)

その他の
事業　
(千円)　

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                                         

(1）外部顧客

に対する

売上高

3,132,11118,02312,3779,621267,41210,3436673,450,557-　 3,450,557

(2）セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

517 4,45912,96576,391 -　 16,524-　 110,858(110,858)-　

計 3,132,62922,48225,34386,012267,41226,8686673,561,415(110,858)3,450,557

営業利益又

は営業損失

（△）

△267,60916,139△5,629△4,68618,167△10,6451,220△253,043
600　　

　　
△252,443

　（注）１．事業の区分方法は、製品の種類及び性質により区分しております。

２．各事業の主な製品

（1）繊維事業……………天然繊維織物加工、合成繊維織物加工、編物加工、技術指導料、買取二等反売上、テ

キスタイル（衣料関連、インテリア関連、スポーツ関連等）、縫製品（パンツ、パ

ジャマ、カジュアルシャツ等）

（2）不動産賃貸事業……事業用土地、店舗、駐車場、住宅、保養施設の賃貸

（3）機械販売事業………染色関連開発機器・工業薬品の分析装置の販売等

（4）倉庫事業……………繊維製品等の荷役・保管等

（5）保育サービス事業…ベビーシッターサービス、託児所での保育サービス

（6）システム事業………ソフト開発の請負等

（7）その他の事業………包装資材販売等
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前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
繊維事業
(千円)　

不動産
賃貸事業
(千円)　

機械販売
事業
(千円)

倉庫事業
(千円)

保育サー
ビス事業
(千円)　

システム
事業
(千円)

その他の
事業　
(千円)　

計
(千円)

消去又は
全社
(千円)

連結
(千円)

売上高                                         

(1）外部顧客

に対する

売上高

6,713,88036,03735,55317,528528,40325,9801,3507,358,734-　 7,358,734

(2）セグメン

ト間の内

部売上高

又は振替

高

1,0138,91825,554157,983-　 35,970-　 229,439(229,439)-　

計 6,714,89344,95561,107175,511528,40361,9511,3507,588,174(229,439)7,358,734

営業利益又

は営業損失

（△）

△321,17632,6201,175△11,51822,629△23,4381,544△298,163
1,200

　　　
△296,963

　（注）１．事業の区分方法は、製品の種類及び性質により区分しております。

２．各事業の主な製品

（1）繊維事業……………天然繊維織物加工、合成繊維織物加工、編物加工、技術指導料、買取二等反売上、テ

キスタイル（衣料関連、インテリア関連、スポーツ関連等）、縫製品（パンツ、パ

ジャマ、カジュアルシャツ等）

（2）不動産賃貸事業……事業用土地、店舗、駐車場、住宅、保養施設の賃貸

（3）機械販売事業………染色関連開発機器・工業薬品の分析装置の販売等

（4）倉庫事業……………繊維製品等の荷役・保管等

（5）保育サービス事業…ベビーシッターサービス、託児所での保育サービス

（6）システム事業………ソフト開発の請負等

（7）その他の事業………包装資材販売等
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

東南アジア
（千円）

北米
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,485,661964,895  - 3,450,557  - 3,450,557

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
64,839 5,062 -　 69,901(69,901) - 

計 2,550,501969,957 - 3,520,458(69,901)3,450,557

営業利益又は営業損失（△） △323,48974,564△5,735△254,660 2,217△252,443

   （注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

 ２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

    (1) 東南アジア……タイ・インドネシア

    (2) 北米……………アメリカ

　

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 
日本
（千円）

東南アジア
（千円）

北米
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 5,437,7661,920,968 - 7,358,734  - 7,358,734

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
120,460 7,199 - 127,660(127,660) - 

計 5,558,2271,928,167 - 7,486,395(127,660)7,358,734

営業利益又は営業損失（△） △472,118189,747△16,191△298,562 1,599△296,963

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　　(1) 東南アジア……タイ・インドネシア

　　(2) 北米……………アメリカ　
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自平成21年７月１日　至平成21年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 380,819 350,715 209,674 941,209

Ⅱ　連結売上高（千円）    3,450,557

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
11.0 10.2 6.1 27.3

  （注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1)　北米……………アメリカ

　(2)　アジア…………中国・韓国・その他

　(3)　その他の地域…欧州・中近東・豪州・中南米・アフリカ・その他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の仕向地により区分した売上高であります。

　

前第２四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年９月30日）

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 649,197 691,051 534,589 1,874,839

Ⅱ　連結売上高（千円）    7,358,734

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合

（％）
8.8 9.4 7.3 25.5

　（注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

　(1)　北米……………アメリカ

　(2)　アジア…………中国・韓国・その他

　(3)　その他の地域…欧州・中近東・豪州・中南米・アフリカ・その他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の仕向地により区分した売上高であります。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本社にて全社的な経営戦略を立案・策定すると共に、各事業部・子会社の各事業単位で具体的な事業戦略

を立案し、事業活動を展開しております。当社の各事業は、製品・サービス別のセグメントから構成されており、「染

色加工事業」、「縫製品販売事業」、「保育サービス事業」、「倉庫事業」の4つを報告セグメントとしております。

　「染色加工事業」は、天然繊維及び合成繊維の織物・編物加工及び衣料品関連を中心としたテキスタイル販売を

行っております。「縫製品販売事業」は、縫製品（パンツ、パジャマ、カジュアルシャツ等）の販売を行っておりま

す。「保育サービス事業」はベビーシッターサービス、託児所での保育サービスを行っております。「倉庫事業」は、

主に繊維製品等の荷役・保管等を行っております。　

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

　

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

染色加工
縫製品
販売

保育
サービス

倉庫 計

売上高          

外部顧客への売

上高
5,249,7221,012,222597,4731,8226,861,24059,7436,920,984－ 6,920,984

セグメント間の
内部売上高又は振
替高

64,29175,781 － 135,409275,48239,752315,234△315,234 －

計 5,314,0141,088,003597,473137,2327,136,72299,4967,236,219△315,2346,920,984

セグメント利益又は

損失（△）
△466,63716,51913,591△15,128△451,65537,991△413,6642,726△410,937

　

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日）

　 （単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

染色加工
縫製品
販売

保育
サービス

倉庫 計

売上高          

外部顧客への売

上高
2,535,764452,664290,1851,2733,279,88732,4253,312,312－ 3,312,312

セグメント間の
内部売上高又は振
替高

34,72637,025 － 63,193134,94413,936148,881△148,881 －

計 2,570,490489,689290,18564,4663,414,83246,3613,461,193△148,8813,312,312

セグメント利益又は

損失（△）
△251,5041,423 9,521△5,576△246,13524,383△221,752 842 △220,909

（注）　１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業、機械販売事

業、システム事業等を含んでおります。

２．セグメント利益の調整額の内容は以下のとおりであります。

 当第２四半期連結累計期間 当第２四半期連結会計期間

セグメント間取引消去 2,924千円 941千円

のれんの償却額 △197千円 △98千円

合計 2,726千円 842千円

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。　
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（追加情報）　

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年3月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針20号　平成20年3月21

日）を適用しております。　　　

 

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 118.69円 １株当たり純資産額 115.63円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△15.49円

１株当たり四半期純利益金額 8.68円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失(△）（千円） △537,464 301,037

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△537,464 301,037

期中平均株式数（千株） 34,689 34,674

前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額

（△）
△10.94円

１株当たり四半期純利益金額 28.72円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純損失について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円） △379,345 995,713

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
△379,345 995,713

期中平均株式数（千株） 34,688 34,671
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。　

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月9日

東海染工株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷口　定敏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市之瀬　申　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海染工株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海染工株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年11月10日

東海染工株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 谷口　定敏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 市之瀬　申　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海染工株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海染工株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

　　　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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